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第１節　研究の背景と目的

　我が国におけるキュウリ（Cucumis satius L.）は，２００８年
の産出額１,４１７億円，作付面積１２,５００ haで，産出額はトマト，
イチゴに次ぐ重要な野菜である（農林水産省大臣官房統計
部，２０１０）．キュウリは，かつては野菜の中で最も産出額が
多い施設野菜の代表格であったが，この１０年で作付面積は
２２％減少し（農林水産省大臣官房統計部，２０１０；農林水産
省経済局統計情報部，２０００），産出額では１９９４年にトマトに
トップの座を譲り（農林水産省経済局統計情報部，１９９６），
さらに１９９６年にはイチゴにも抜かれてしまった（農林水産
省経済局統計情報部，１９９８）．
　２００８年の産出額全国第５位の千葉県においても同様の傾
向で，作付面積は１９９８年の６７５ haから２００８年の５４４ haと
２０%，産出額は１１７億円から９９億円と１５％減少した（農林水
産省大臣官房統計部，２０１０；農林水産省経済局統計情報部，
２０００）．一方，施設野菜の生産者の平均年齢は５５.５歳，その
内６５歳以上の就業者の割合は３３.９％と推定され（千葉県，
２００６），高齢化が進んでいる．
　このような急激な作付面積の減少の背景として，キュウ
リの消費低迷や後継者の減少，生産者の高齢化に加えて，
次に挙げるような収益性の低下や生産上の問題が指摘され
る（千葉県農林水産技術会議，２００７；河野，２０００；黒木，
２０００；大越，２０００；坂田･鈴木，２００８）．
　千葉県におけるキュウリ促成栽培の代表的な産地におけ
る経営試算によると１９９６年には１０a当たり収量は１５ t，農業
所得２,１１７,９０９円，１時間当たり所得１,８４５円（千葉県農林技術
会議，１９９６）であったが，２０１０年では１０a当たり収量が１５ t
で変わらないのに対して，農業所得は１,２６７,４５０円，１時間当
たり所得は１,０８５円（千葉県農林水産技術会議，２０１０）とな
り，大幅な所得低下が生じている．この要因として，集選
果施設整備に伴って選果手数料が追加されたことの他，肥
料，農薬等の生産資材及び燃料等の価格が上昇している一
方で，キュウリの市場価格が低迷し，収量は横ばいで生産
性の向上が図られていないことが挙げられる．
　また，キュウリの生産上の問題としては，生育促進と増
収を図るために栽培施設内を高温・高湿度に管理するいわ
ゆる「蒸し込み栽培」が行われており，劣悪な温熱環境下
での日々の作業が後継者にキュウリ生産の魅力を失わせる
とともに，雇用労働力の確保を困難にしている．さらに，
作業の分業化が進展する中で購入苗が増加しており，この
ような中で奇形葉の発生が問題となった（千葉県農林水産

技術会議，２００７）．
　今後，キュウリ産地の維持･発展を図るためには，生産性
の飛躍的向上を実現するとともに，雇用労力の導入及び作
業の分業化による規模拡大を推進することによって所得の
向上を図ることが求められている．これらを推進する上で
の重要な課題が生産性の向上，労働の快適化，苗の生産安
定（千葉県農林水産技術会議，２００７）で，これらは全国の
主要なキュウリ産地における共通の課題でもある（川島，
２０１０；河野，２０００；黒木，２０００；宮本・阿部，２０００，２００４；
大越，２０００；大森，１９９９；坂田･鈴木，２００８）と同時に，我
が国の施設園芸における重要な課題ともいえる（荒木，
２００８；兵藤，２００３；板木，２００３，２００９）．このような背景
のもとでキュウリ産地の維持･発展に寄与する技術開発を
目的として，次の３つの生産技術上の課題に取り組んだ．
　本論の第Ⅱ章では，キュウリの促成栽培における生産性
の向上を目的とした二酸化炭素の効率的施用法について検
討した．
　１８００年ころに初めて大気中の二酸化炭素濃度の富化によ
って植物の生長を促進することが観察され，二酸化炭素施
用技術は１９００～１９３０年代初期に欧米を中心として実用化に
向けた研究が実施され，スカンジナビア諸国では１９７０年代
にレタスで実用化され，１９８０年代には欧米を中心に温室で
栽培される様々な作物で二酸化炭素施用が行われるように
なった（Mortensen，１９８７）．
　我が国でも，二酸化炭素施用に関する研究は１９６０年代に
開始され（藤井・伊東，１９６４），１９７０年代になってその関
心が急速に高まり，多くの研究が実施された．これらの研
究によって得られた成果は，「野菜の炭酸ガス施用に関す
る試験研究打ち合わせ会議」でとりまとめられた（野菜試
験場，１９７７）．その後，二酸化炭素施用技術は個別技術から
複合環境制御技術の一部として組み立てられ（長岡・高橋，
１９８３；関山，１９７５），施設内環境制御技術の重要な部分を
占めるに至った．二酸化炭素施用技術の実用化に伴い，施
設で栽培される野菜を中心に二酸化炭素施用装置の導入が
進み，２００７年には全国で１,３６９ haにまで拡大した（農林水産
省生産局生産流通振興課，２００９）．
　我が国における現在の施設栽培キュウリに対する二酸化
炭素施用基準は，日の出３０分後から換気を開始するまでの
２～３時間，換気をしなくても３～４時間，晴天時で１,０００
～１,５００ ppm，曇天時で５００～１,０００ ppmとされ（大須賀，
２００３），本基準は１９７７に作成されて以来変更されていない
（野菜試験場，１９７７）．
　本基準の施用時間は，換気中に二酸化炭素を施用しても
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室外へ散逸して不経済であるとの考えに基づいているが，
換気を行っている時間帯でも作物の群落内及び葉面周辺で
は二酸化炭素濃度が大気より低下することがしばしば観察
される（伊東，１９７０，１９７１；Slack・Hand，１９８５）ことか
ら，換気後も二酸化炭素を施用すれば物質生産が促進され，
さらに増収する可能性があると推察される．また，大気中
の濃度よりやや高い５００～８００ ppm程度に二酸化炭素を施
用すれば，換気による室外への二酸化炭素放出割合が低下
し，施用した二酸化炭素の利用率は高まると考えられる
（Kamp・Timmerman，２００４；Mortensen，１９８７）．そ こ
で，大気中の濃度よりやや高い５００ ppmを目標に二酸化炭
素を換気中にも施用する管理法が，促成栽培キュウリの生
育と果実収量に及ぼす影響を明らかにするとともに，その
経済性評価を行った．
　本論の第Ⅲ章では，キュウリの促成栽培における労働の
快適化を目的として，温度管理が温熱環境，作業負担及び
キュウリの生育・収量に及ぼす影響を検討した．
　近年，生産者の高齢化，後継者不足，雇用の確保などを
背景として，労働の快適化や作業の省力化を目指した様々
な取り組みが行われてきた．そして現在，キュウリの生産
地では，機械化，施設の装置化の進展，大型集選果施設の
整備により省力化・軽作業化･労力削減がかなり進み（千葉
県農林水産技術会議，２０１０；川島，２０１０；河野，２０００；黒
木，２０００；大越，２０００），残された重要な課題が高温・高
湿度管理をしている施設内作業環境の改善である（阿部，
２０００；千葉県農林水産技術会議，２００７；平間，２００９；川島，
２０１０；河野，２０００；宮本・阿部，２０００，２００４）．
　キュウリは高温・高湿度管理をすると生育が促進される
（岩切・稲山，１９７５；長岡ら，１９８４；崎山ら，２００２；矢
吹・宮川，１９７０）ため，光合成が盛んに行われる正午ころ
まで，施設内を気温３０～３３寿，湿度７０％以上にする温・湿
度管理が行われている（宮本・阿部，２００４；土岐，１９８７）．
  このようなキュウリの生育にとって好適な環境は作業者
にとっては不快な環境であり，労働の快適化を図るための
様々な工夫や研究が行われてきた．雇用を導入している経
営体では，雇用を確保するために自動換気装置による急激
な温度変化の緩和，循環扇や遮光資材の利用による温度上
昇の抑制などの対策が試みられているが，さらに改善が望
まれている（川島，２０１０）．
　キュウリの施設栽培における作業の快適性に関する環境
要因としては，施設内の温度が最も大きいと考えられる
（小嶋，１９７８）ことから，施設の換気温度を２５寿もしくは
２９寿に低下させて労働の快適化を図ろうとする試みがなさ
れてきたが，キュウリの初期収量が低下したり，快適化が
不十分であったりする問題があった（平間ら，２００２；宮
本・阿部，２００４）．また，対策として検討された施設内へ

の細霧噴霧は，室内の湿球黒球温度（Wet Bulb Globe 
Temperature，ISO７２４３，１９８９．以下，WBGTとする）を
低下させるものの，湿度を高めてベと病や褐斑病の発生を
助長する問題があった（阿部，２０００；松沼，２００６）．
　著者は，崎山ら（２００１）が報告した気温を低下させても
その後一時的に高温にすると物質生産量の低下が相殺され
ることに着目し，この温度管理を応用することでキュウリ
の初期収量を低下させることなく，施設内の作業の快適化
を図ることができないかと考えた．
　温室内での労働の快適化を目指す本研究は，収穫作業時
間帯の午前中の施設内温度を下げ，その代わりに作業終了
後に一時的に昇温させる温度管理（以下，変温管理とする）
が，施設内の温熱環境，作業者の労働負担及びキュウリの
生育・収量・品質・病害の発生に及ぼす影響を明らかにす
ることを目的とした．
　第Ⅳ章では，キュウリの育苗の分業化を推進する上で生
産上の問題となっている奇形葉の発生要因と防止法につい
て検討した．
　我が国で経済栽培されるキュウリの約８割で，接ぎ木が
行われている．その主な目的は，つる割病，急性萎ちょう
症，ネコブセンチュウなどによる土病病虫害回避，ブルー
ムの発生防止，低温伸長性付与，長期安定収穫を可能にす
る草勢維持・強化などである（野菜・茶業試験場，２００１）．
接ぎ木方法は，これまで主に呼び接ぎが行われてきたが，
近年，苗生産の分業化が進むとともに，生産者の高齢化や
栽培規模の拡大とともに苗専門業者が生産する購入苗の利
用が拡大し，これに伴って接ぎ木法は従来の呼び接ぎが減
少する一方で，幼苗斜め合わせ接ぎや断根挿し接ぎ，挿し
接ぎが広く行われるようになってきた（野菜・茶業試験場，
２００１）．
　このような新たな接ぎ木法が開発され普及していく中で，
１９９０年代半ば頃から接ぎ木苗に発生する奇形葉が長野県や
愛知県，埼玉県，愛媛県などで問題となり，発生要因の究
明と防止対策に向けた研究が行われてきた（大川・大竹，
２０００；山口，１９９９；大和，１９９９；野菜・茶業試験場，２００１）．
奇形葉の発生には，穂木の播種から接ぎ木までの期間が短
かったり，接ぎ木直後にホウ砂０.２％液を葉面散布すること
により防止できる，接ぎ木前後の気温が関係し（浅尾ら，
２００４；大川・大竹，２０００；山口，１９９９；大和ら，１９９９），
奇形葉発生に対する台木の品種間差異はないとされる（大
和ら，１９９８）ものの，その発生のメカニズムには不明な点
が多い（渋谷，２００９）．
　千葉県においても接ぎ木苗の奇形葉の発生が問題となっ
たが（千葉県農林水産技術会議，２００７），現地調査におい
て主に苗の段階，すなわち第２～４葉に奇形葉が発生して
定植後に展開する葉にはほとんど発生しないこと，台木品
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種によって発生に差のあることが観察され，これまで報告
された奇形葉とは発生部位や発生の品種間差異などが異な
った．
　そこで本研究は，千葉県で問題となった奇形葉の発生に
及ぼす接ぎ木方法と台木品種の影響を明らかにすることに
加え，防止対策とされるホウ素の奇形葉発生防止効果を確
認するとともに，接ぎ木前後に与えるホウ素が接ぎ木後の
生育と奇形葉の発生に及ぼす影響を明らかにしてホウ素の
効果について考察を加えるとともに，これまでに行われた
キュウリの奇形葉に関する研究についての総括を試みた．
　以上の３課題からなる研究は，キュウリの促成栽培にお
ける生産性の向上，温度管理による労働の快適化，苗の生
産安定を目指し，これらの技術開発によって魅力あるキュ
ウリ経営の構築に資することを目的とする．
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